
（議第47号） 1

議第47号

京都市市税条例の一部を改正する条例の制定について

　京都市市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和５年５月17日提出

京 都 市 長 門 川 大 作

京都市市税条例の一部を改正する条例

第１条　京都市市税条例の一部を次のように改正する。

　　第４条第３項中「前項の税額変更通知書又は納税通知書を発した日から

13日を経過した日を納期限として、」を「直ちに」に改める。

　　第28条第１項第２号中「前年の総所得金額、退職所得金額及び山林所

得金額の合計額（以下「総所得金額等の合計額」という。）が基礎控除額、

配偶者控除額及び扶養控除額の合計額以下の」を「第17条の３の規定によ

り均等割を課されない」に改める。

　　第28条の２の２第２項中「前項」を「第１項」に、「第317条の３の２第

２項」を「第317条の３の２第３項」に改め、同項を同条第３項とし、同

条第１項の次に次の１項を加える。

　２　前項の規定による申告書を提出する場合において、当該申告書に記載

すべき事項がその年の前年において提出した同項の規定による申告書

（その者が当該前年の中途において次項の規定による申告書を提出した

場合には、当該前年の最後に提出した同項の規定による申告書）に記載

した事項と異動がないときは、給与所得者は、法第317条の３の２第２

項に定めるところにより、前項の規定により記載すべき事項に代えて当

該異動がない旨を記載した同項の規定による申告書を提出することがで

きる。

　　第28条の４第１項中「で１月１日」を「で同月１日」に改め、同条第２
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項中「おいては、４月15日」を「は、同月15日」に改め、同条第３項本文

中「よって」を「より」に改め、「おいて」を削り、同条第４項中「で１

月１日」を「で同月１日」に改め、同条第７項中「が、市長の承認を受け

た場合又は第１項、第３項若しくは第４項の規定により提出すべき報告書

の提出期限の属する年以前の各年のいずれかの年において前２項の規定に

基づき給与支払報告書記載事項若しくは」を「は、その者が提出すべき報

告書の給与支払報告書記載事項又は」に改め、「を提出した場合には、そ

の者が提出すべき報告書の記載事項を記録した光ディスク等」を削る。

　　第35条第１項第２号ア中「総所得金額等の合計額」を「前年の総所得金

額、退職所得金額及び山林所得金額の合計額（以下「総所得金額等の合計

額」という。）」に改める。

　　第55条第２項中「よって」を「より」に改め、「者」の右に「（別に定め

る者を除く。）」を加え、「を発した」を「が発せられた」に、「指定した」

を「より指定された」に、「までに」を「までの間に、」に改める。

　　第70条第１号エ中「車室を備えず、かつ、輪距（２以上の輪距を有する

ものにあっては、その輪距のうち最大のもの）が0.5メートル以下である

もの及び側面が構造上開放されている車室を備え、かつ、輪距が0.5メー

トル以下である３輪の」を「施行規則第15条の15各号のいずれかに該当す

る」に改める。

　　第76条の見出し及び同条第１項中「鑑札」を「標識」に改め、同条第

２項本文中「第445条第１項、第68条の３」を「第445条」に、「鑑札」を

「標識」に改め、同条第３項中「鑑札」を「標識」に改め、同条第４項

各号列記以外の部分及び第５項中「鑑札」を「標識」に、「当該鑑札」を

「当該標識」に改め、同条第６項中「鑑札」を「標識」に改める。

　　第77条（見出しを含む。）中「試乗鑑札」を「試乗標識」に改める。

　　第78条の見出し及び同条第１項各号列記以外の部分中「鑑札」を「標

識」に改め、同項第１号中「鑑札」を「標識」に、「き損」を「毀損」に
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改め、同項第２号及び第３号並びに同条第２項から第４項までの規定中

「鑑札」を「標識」に改める。

　　第79条の見出し中「鑑札」を「標識」に改め、同条中「鑑札」を「標

識」に、「売買、賃借」を「売買し、賃借し、」に改める。

　　第80条の見出し中「鑑札」を「標識」に改める。

　　附則第７条第１項第１号中「第26項第３号及び第34項」を「第25項第３

号及び第33項」に改め、同項第３号中「附則第15条第15項本文」を「附則

第15条第14項本文」に改め、同項第４号中「附則第15条第26項第１号及び

第29項」を「附則第15条第25項第１号及び第28項」に改め、同項第５号中

「附則第15条第26項第２号」を「附則第15条第25項第２号」に改め、同項

第６号を削る。

　　附則第８条第１項後段中「、３分の２」を「３分の２と、法附則第15条

の９の３第１項に規定する条例で定める割合は２分の１」に改め、同条第

２項中「若しくは第５項」の右に「、第15条の９の３第１項」を加える。

　　附則第16条の４の６第３項を削る。

　　附則第16条の５第２項表以外の部分中「令和２年４月１日から令和３

年３月31日まで」を「令和４年４月１日から令和８年３月31日まで」に、

「令和３年度分」を「、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の

翌年度分」に改め、同条第３項及び第４項を次のように改める。

　３　法附則第30条第３項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動

車に対する第70条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令

和４年４月１日から令和８年３月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度

分の軽自動車税の種別割に限り、同条第２号ウイ中「3,900円」とある

のは「2,000円」と、同号ウウａ⒜中「6,900円」とあるのは「3,500円」

とする。

　４　法附則第30条第４項の規定の適用を受ける３輪以上のガソリン軽自動
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車に対する第70条の規定の適用については、当該ガソリン軽自動車が令

和４年４月１日から令和７年３月31日までの間に初回車両番号指定を受

けた場合には、当該初回車両番号指定を受けた日の属する年度の翌年度

分の軽自動車税の種別割に限り、同条第２号ウイ中「3,900円」とある

のは「3,000円」と、同号ウウａ⒜中「6,900円」とあるのは「5,200円」

とする。

　　附則第16条の５第５項から第８項までを削る。

　　附則第17条の６第４項中「令和５年３月31日」を「令和８年３月31日」

に改める。

　　附則第18条の２第１項及び第２項中「令和５年度」を「令和８年度」に

改める。

　　附則第19条の３第１項中「租税特別措置法第37条の13第１項」を「所得

割の納税義務者（租税特別措置法第37条の13第１項」に、「所得割の納税

義務者」を「もの」に、「規定する者」を「規定する政令で定める者」に

改め、「あったものを除く。」の右に「）又は租税特別措置法第37条の13の

２第１項に規定する株式会社の同項に規定する設立特定株式を払込みによ

り取得をしたもの（法附則第35条の３第11項に規定する政令で定める要

件を満たすものに限る。）に限る。」を加え、「第37条の13の２第１項」を

「第37条の13の３第１項」に改め、同条第２項及び第６項中「第37条の13

の２第10項」を「第37条の13の３第10項」に改める。

第２条　京都市市税条例の一部を次のように改正する。

　　第44条後段中「３分の１」を「２分の１」に改める。

　　附則第７条第１項第１号中「、第25項第３号及び第33項」を「及び第25

項第３号」に改め、同項第４号中「及び第28項」を「、第28項及び第33

項」に改める。

附 則

（施行期日）
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第１条　この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。

　⑴　第１条中第70条の改正規定及び附則第５条第１項の規定　令和５年７

月１日

　⑵　第１条中第28条、第35条及び附則第19条の３の改正規定並びに次条第

１項及び第４項の規定　令和６年１月１日

　⑶　第２条並びに附則第３条及び第４条第１項の規定　令和６年４月１日

　⑷　第１条中第28条の２の２の改正規定及び次条第２項の規定　令和７年

１月１日

（市民税に関する規定の適用区分）

第２条　第１条の規定による改正後の京都市市税条例（以下「改正後の条

例」という。）第28条第１項第２号の規定は、令和６年度以後の年度分の

個人の市民税の申告について適用し、令和５年度分までの個人の市民税の

申告については、なお従前の例による。

２　改正後の条例第28条の２の２第２項の規定は、令和７年１月１日以後に

支払を受けるべき京都市市税条例第28条第１項第１号に規定する給与（以

下「給与」という。）について提出する同条例第28条の２の２第１項の規

定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき給与について

提出した同項の規定による申告書については、なお従前の例による。

３　改正後の条例第28条の４第７項の規定は、この条例の施行の日（以下

「施行日」という。）以後に提出すべき同項に規定する報告書について適

用し、施行日前に提出すべき第１条の規定による改正前の京都市市税条例

（以下「改正前の条例」という。）第28条の４第７項に規定する報告書に

ついては、なお従前の例による。

４　改正後の条例附則第19条の３の規定は、同条第１項の所得割の納税義務

者が令和５年４月１日以後に同項に規定する払込みにより同項に規定する

取得をする同項に規定する特定株式について適用し、改正前の条例附則第
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19条の３第１項の所得割の納税義務者が同日前に同項に規定する払込みに

より同項に規定する取得をした同項に規定する特定株式については、なお

従前の例による。

（固定資産税に関する規定の適用区分）

第３条　第２条の規定による改正後の京都市市税条例（以下「令和６年改

正後の条例」という。）第44条後段の規定は、附則第１条第３号に掲げる

規定の施行の日（以下「第３号施行日」という。）以後に新たに地方税法

（以下「法」という。）第349条の３第27項から第29項までに規定する事業

の用に供されることとなったこれらの項に規定する家屋及び償却資産（以

下「家屋等」という。）に対して課する固定資産税について適用し、第３

号施行日前に当該事業の用に供されていた家屋等に対して課する固定資産

税については、なお従前の例による。

（固定資産税及び都市計画税に関する経過措置）

第４条　令和６年改正後の条例附則第７条第１項第４号の規定は、法附則第

15条第33項に規定する市民緑地を設置した日（以下「設置日」という。）

が第３号施行日以後である同項に規定する土地（以下「土地」という。）

に対して課する固定資産税及び都市計画税について適用し、設置日が第３

号施行日前である土地に対して課する固定資産税及び都市計画税について

は、なお従前の例による。

２　平成29年４月１日から令和５年３月31日までの間に法附則第15条第32項

に規定する政府の補助を受けた者が同項に規定する特定事業所内保育施設

の用に供する固定資産に対して課する固定資産税及び都市計画税について

は、なお従前の例による。

（軽自動車税に関する経過措置）

第５条　改正後の条例第70条第１号エの規定は、令和６年度以後の年度分の

軽自動車税の種別割について適用し、令和５年度分までの軽自動車税の種

別割については、なお従前の例による。
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２　令和元年10月１日から令和３年12月31日までの間に取得された改正前の

条例附則第16条の４の６第３項に規定する３輪以上の軽自動車に対して課

する軽自動車税の環境性能割については、なお従前の例による。

３　改正後の条例附則第16条の５の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自

動車税の種別割について適用し、令和４年度分までの軽自動車税の種別割

については、なお従前の例による。

４　改正前の条例の規定により交付を受けた鑑札又は試乗鑑札は、改正後の

条例の規定により交付を受けた標識又は試乗標識とみなす。

提案理由

　地方税法の一部改正に伴い、軽自動車税の税率の特例を延長する等の必要

があるので提案する。


